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Ⅰ．本稿の目的

本稿は，e スポーツについて欧米やアジア

では高額賞金大会が開催されるのに日本では

景表法の壁があり賞金の上限は僅か 10 万円

である旨のマスメディア記事を出発点とし

て，この問題に関する検討材料を提示しよう

とするものである 1)。
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 1) 本稿で用いる略語のうち主な法令・運用基準に関するものを最初にまとめて掲げる（略語の五十音順）。

「オープン懸賞告示」＝広告においてくじの方法等による経済上の利益の提供を申し出る場合の不公正な取引方法

（昭和 46 年公正取引委員会告示第 34 号）（平成 18 年公正取引委員会告示第 9 号により廃止）。「オープン懸賞告示

運用基準」＝広告においてくじの方法等による経済上の利益の提供を申し出る場合の不公正な取引方法の指定に

関する運用について（昭和 46 年 7 月 2 日公正取引委員会事務局長通達第 5 号）（平成 18 年 4 月 27 日公正取引委

員会事務総長通達第 4 号により廃止）。「景表法」＝不当景品類及び不当表示防止法（昭和 37 年法律第 134 号）。「景

表法施行令」＝不当景品類及び不当表示防止法施行令（平成 21 年政令第 218 号）。「懸賞制限告示」＝懸賞による

景品類の提供に関する事項の制限（昭和 52 年公正取引委員会告示第 3 号）。「懸賞制限告示運用基準」＝「懸賞に

よる景品類の提供に関する事項の制限」の運用基準（平成 24 年 6 月 28 日消費者庁長官通達第 1 号）。「事業者景

品制限告示」＝事業者に対する景品類の提供に関する事項の制限（昭和 42 年公正取引委員会告示第 17 号）（平成
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な具体的検討は，事実に関する具体的な状況

に通暁している専門家によって行われるべき

である。私自身は，実際の事実関係に詳しい

わけではなく，特定の事実を一応の前提とし

て，参考となり得る材料を集めて提示するの

であるに過ぎない。しかし，そのようなもの

であっても，最終的な具体的検討を行う専門

家が実際の事実に即して修正しながら活用す

ることは可能であろう。本稿が指摘するよう

なことを結論として既に踏まえている実務家

も少なくないと思われるが，それを支える根

拠が実質や沿革に即して明確化されたなら

ば，依然として残る壁を溶かすことにもつな

がる可能性がある。また，そもそも，そのよ

うな実務家の認識が具体的に広く共有されて

いるわけでもないように見受けられる。

Ⅱ．前提とする状況

本稿では，ネット上で一定の耳目を集めた

日経電子版の記事 2) の内容を前提とする 3)。

以下では，その記事を「日経電子版記事」と

呼ぶ。

日経電子版記事は，まず始めに全体を要約

して次のように述べる。

「コンピューターゲームを競技と位置づけ，

動画やイベントを通じてファンが有名プレー

ヤーらの対戦を視聴する『e スポーツ』が日

本でも隆盛の兆しだ。すでに巨大市場になっ

ている欧米やアジアでは，数千万〜数十億円

規模の賞金がかかる大会も開かれる。だが日

本で同じことをしようとすると法の壁が立ち

はだかる。景品表示法を順守すれば，賞金の

上限はわずか 10 万円だ。」。

「格闘や車レース，サッカー，戦略ゲーム

など多種多様なジャンルの e スポーツがあ

り，有名プレーヤーには各国の若年層を中心

に多数のファンがついている。」。

そこで，国内でも賞金総額 2000 万円が争

われる高額大会が開かれるようになってきて

いたが，次のような状況が起こった，という。

「ところが昨年夏から，こうした動きが急

速にトーンダウンしている。」。「きっかけは，

いわゆる『日本版ノーアクションレター制度』

への消費者庁の回答だ。……ゲーム会社が主

催者や共催者となり，賞金の出し手となる典

型的な e スポーツの賞金大会が，『景品規制』

に抵触すると明文で回答された。」。

これ以降において資金の出し手が法的リス

クを懸念して及び腰になったのは事実である

旨の関係者の談話が紹介されている。

以下では，最後の引用部分のように，e ス

ポーツの大会をゲーム開発会社が主催し，賞

金も当該会社が自ら支払うことを前提とす

る。実際には，そのような単純な形態ばかり

ではないかもしれないが，その単純な形態に

おいて大きな議論があるようであるので，ま

ずはそれを前提として検討することには意味

があると考えられる 4)。

8 年公正取引委員会告示第 3 号により廃止）。「消費者庁等設置法整備法」＝消費者庁及び消費者委員会設置法の施

行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成 21 年法律第 49 号）。「定義告示」＝不当景品類及び不当表示防止法

第二条の規定により景品類及び表示を指定する件（昭和 37 年公正取引委員会告示第 3 号）。「定義告示運用基準」

＝「景品類等の指定の告示の運用基準について」（昭和 52 年公正取引委員会事務局長通達第 7 号）。「独禁法」＝

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）。「平成 21 年改正」＝消費者庁等設置

法整備法による改正。「平成 26 年 6 月改正」＝不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（平

成 26 年法律第 71 号）による改正。「平成 26 年 11 月改正」＝不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する法

律（平成 26 年法律第 118 号）による改正。

 2) 「隆盛『e スポーツ』に法の壁　賞金たった 10 万円」日本経済新聞電子版 2017 年 7 月 19 日

　（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO18789710S7A710C1000000/, 平成 29 年 9 月 17 日最終閲覧）。

 3) 前提とする，というのは，その内容を正しいと信ずるという意味ではない。その内容を一応の前提とした

上で，その先の問題を検討する，という意味である。事実の有無・内容ばかりを論じていたのではいつまで経っ

ても法的検討に入ることができないから，一定の事実を取り敢えずは疑わずに前提として法的検討をするという

手法は，法的検討の手法として日常的に用いられている。かりに実際の事実が異なっていたならば，法的検討の

結果は，事実の相違に着目しつつ修正することになる。

 4) このような前提を置くことは，景表法の議論を多数の論点で混乱させないという意味でも有益であるほか，

刑事法，契約法，著作権法などに話題が拡散しないという意味でも有益である。
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Ⅲ．制度の概要

１　法令の概要

⑴　法律の基本構造

景表法の景品規制においては，「景品類」

を概括的に定義した上で最終的な定義を内閣

総理大臣による指定に委ね（景表法 2 条 3
項），内閣総理大臣が景品類の制限・禁止を

することができることとし（景表法 4 条），

内閣総理大臣は，景表法 4 条違反行為がある

ときは，違反行為の差止めや再発防止措置な

どを行うよう措置命令をすることができるこ

ととしている（景表法 7 条）5)。

4 条の「制限」や「禁止」という言葉は，少々

わかりにくいが，これは，実際に行われた特

定の景品類提供行為を禁止する命令をする，

という意味ではなく，一般的なルールを置

く，という意味である。例えば，〇〇円を超

える景品類を提供してはならない（「制限」），

△△という景品類提供行為は一律に禁止する

（「禁止」），などという一般ルールを定めるこ

とを指す。その上で，例えば，お菓子の景品

として五輪開会式のチケットが当たるという

キャンペーンが行われ，これが上記の一般

ルールに違反していた場合に，景表法 7 条の

措置命令をすることができることになる 6)。

措置命令をする権限は，内閣総理大臣から

消費者庁長官に委任されている（景表法 33
条 1 項，景表法施行令 14 条）7)。景表法 2
条 3 項に基づいて「景品類」を最終的に定義

する指定の権限と，景表法 4 条に基づいて景

品類を制限・禁止する権限は，消費者庁長官

には委任されていない（景表法 33 条 1 項，

景表法施行令 14 条）。

平成 26 年 11 月改正によって導入された景

表法の課徴金（景表法 8 条）は，不当表示規

制（景表法 5 条）のみに関するものであり，

景品規制には関係しない 8)。

⑵　景品類の定義

「景品類」の定義は，本稿の問題において

繰り返し登場する。

「景品類」は，まず，景表法 2 条 3 項にお

いて次のように定義されている。

景表法 2 条 3 項

　この法律で「景品類」とは，顧客を誘

引するための手段として，その方法が直

接的であるか間接的であるかを問わず，

くじの方法によるかどうかを問わず，事

業者が自己の供給する商品又は役務の取

引（不動産に関する取引を含む。以下同

じ。）に付随して相手方に提供する物品，

金銭その他の経済上の利益であつて，内

閣総理大臣が指定するものをいう。

これを受けて，内閣総理大臣の指定である

定義告示 1 項が，次のように定めている 9)。

定義告示 1 項

　不当景品類及び不当表示防止法（以下

「法」という。）第二条第三項に規定する

景品類とは，顧客を誘引するための手段

として，方法のいかんを問わず，事業者

が自己の供給する商品又は役務の取引に

附随して相手方に提供する物品，金銭そ

の他の経済上の利益であつて，次に掲げ

るものをいう。ただし，正常な商慣習に

照らして値引又はアフターサービスと認

められる経済上の利益及び正常な商慣習

に照らして当該取引に係る商品又は役務

 5) 景表法 4 条，7 条は，平成 26 年 11 月改正前は，それぞれ，景表法 3 条，6 条であった。

 6) 消費者庁が毎年公表する「○○年度における景品表示法の運用状況及び表示等の適正化への取組」と題す

る資料（平成 21 年度は「平成 21 年度における景品表示法の運用状況及び消費者取引の適正化への取組」）によっ

て平成 21 年度から平成 28 年度までを総合すると，少なくとも消費者庁に移管された平成 21 年改正より後の時期

においては，景品規制の措置命令は 0 件であるが，消費者庁による指導は毎年度一定件数が行われている。

 7) 平成 26 年 6 月改正後は都道府県知事も措置命令をすることができることとなっているが，これについては，

景表法 33 条 11 項，景表法施行令 23 条。

 8) 他方，平成 26 年 6 月改正によって導入された管理措置義務は，景品規制も対象としている（景表法 26 条）。

 9) 定義告示は，もともと公正取引委員会が指定したものであるが，平成 21 年改正により，景表法の新たな規

定に基づく内閣総理大臣による指定とみなされている（消費者庁等設置法整備法附則 4 条 1 項）。
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に附属すると認められる経済上の利益

は，含まない。

一　物品及び土地，建物その他の工作物

二 　金銭，金券，預金証書，当せん金附

証票及び公社債，株券，商品券その他

の有価証券

三 　きよう応（映画，演劇，スポーツ，

旅行その他の催物等への招待又は優待

を含む。）

四　便益，労務その他の役務

本稿において景品類に該当するか否かが問

題とされるものは賞金，すなわち金銭であ

り，「金銭」という文言は，景表法 2 条 3 項，

定義告示 1 項本文，定義告示 1 項 2 号，のい

ずれにおいても明確に書き込まれている。

景表法 2 条 3 項と定義告示 1 項を見比べる

と，定義告示にただし書があるほかは，基本

的に内容が共通していることがわかる。そう

であるとすると，「景品類」の定義について

は定義告示のみを見れば足りることになる。

すわなち，「景品類」とは，「顧客を誘引する

ための手段として，方法のいかんを問わず，

事業者が自己の供給する商品又は役務の取引

に附随して相手方に提供する物品，金銭その

他の経済上の利益」であり，そこから，定義

告示 1 項ただし書に示された経済上の利益が

除かれることになる。

「取引に附随して」の部分は，便宜上，以

下「取引付随性」の要件ということがあ

る 10)。

⑶　景品類の制限・禁止

以上のような「景品類」の定義を受けて，

景表法 4 条は景品類の制限・禁止について次

のように定めている。

景表法 4 条

　内閣総理大臣は，不当な顧客の誘引を

防止し，一般消費者による自主的かつ合

理的な選択を確保するため必要があると

認めるときは，景品類の価額の最高額若

しくは総額，種類若しくは提供の方法そ

の他景品類の提供に関する事項を制限

し，又は景品類の提供を禁止することが

できる。

この景表法 4 条に基づく制限・禁止にはい

くつかのものがあるが，e スポーツと景表法

の問題において中心的に言及されるのは懸賞

制限告示である 11)。

そのうち，「懸賞」の定義は次のとおりで

ある。

懸賞制限告示 1 項

　この告示において「懸賞」とは，次に

掲げる方法によつて景品類の提供の相手

方又は提供する景品類の価額を定めるこ

とをいう。

一 　くじその他偶然性を利用して定める

方法

二 　特定の行為の優劣又は正誤によつて

定める方法

その上で，懸賞制限告示 2 項は，次のよう

な「制限」を定めている。

懸賞制限告示 2 項

　懸賞により提供する景品類の最高額

は，懸賞に係る取引の価額の二十倍の金

額（当該金額が十万円を超える場合に

あっては，十万円）を超えてはならない。

２　景品規制の趣旨

以上のような景品規制は何のために行って

いるのか，という制度趣旨も，明らかにして

おく必要がある。

景品規制の趣旨が最も熱心に議論され成果

が公にされたのは，景表法が昭和 37 年に制

 10) 現在は法令用語として「附随」ではなく「付随」を用いるようになっており，景表法では平成 21 年改正によっ

て「附随」から「付随」へと改正されたが，定義告示 1 項は長く改正がないので「附随」のままとなっている。

本稿では，引用を除き，「付随」とする。

 11) 懸賞制限告示は，もともと公正取引委員会が制限・禁止したものであるが，平成 21 年改正により，景表法

の新たな規定に基づく内閣総理大臣による制限・禁止とみなされている（消費者庁等設置法整備法附則 6 条 2 項）。
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定され定着していった草創期と，公正取引委

員会が「景品規制の見直し・明確化に関する

研究会」を置いて検討を行った平成 6 年から

7 年にかけての時期であろう。

そこで以下では，この研究会の平成 7 年の

報告書によって，景品規制の趣旨の概略を把

握しておくこととする 12)。

それによれば，まず，「こうした景品規制

の基本的考え方は，景品提供が過大になる

と，取引対象の本体である商品・役務ではな

く景品によって商品選択が行われるようにな

り，事業者が景品提供に傾注して，良質廉価

な商品・役務の供給という面での競争がおろ

そかになるおそれがあるというものである。」

とされる 13)。

しかし「経済規模の拡大，消費者の購買態

度や価値観の変化，事業者の競争や販売促進

活動の多様化，流通をめぐる構造変化，政府

の役割をめぐる変化など経済社会情勢に関し

て様々な変化がみられる。こうした中で，景

品提供の機能・効果も変化してきており，ま

た，景品による顧客誘引の程度も変化してき

ていると考えられる。」14)。

以上のように述べた上で，平成 7 年報告書

は，「景品による顧客誘引の程度は変化して

きており，市場機能の発揮が妨げられるおそ

れがある場合は一般的にはかなり少なくなっ

てきているのではないかと考えられる。」と

し，「景品提供により問題が生じるおそれが

あるのは，次のような場合であ」るとす

る 15)。

まず，懸賞によるものか否かを問わず景品

一般を念頭に置いて，次のように述べる。

「商品との関係において提供される景品の

ウェイトが大きくなると，消費者の関心が商

品本体の内容から景品に移り，景品が消費者

の購買心理に強い影響を与えやすい。消費者

がその景品によって他の要素について考慮し

ないで商品選択をすることとなるような場合

には，商品本体の内容に対する選択結果が示

されないこととなるので，当該商品について

の競争が有効に働かなくなり，消費者の利益

が損なわれるおそれがある。」16)。

「さらに，懸賞付販売については，すべて

の顧客に景品を提供するものではないので，

高額の賞金や賞品を提供することが可能であ

り，また，懸賞に応募する消費者にとっては，

景品が獲得できるか否かは偶然不確定である

ので，自分が獲得できるチャンスを重視し，

大きな利益が手に入るかもしれないという心

理的要因が大きくなることがある。このよう

に，懸賞付販売が過度なものになると，購買

心理に強い影響を与え，景品によって商品が

選択される程度が高まると考えられる。」17)。

以上のように，景品規制の趣旨は，需要者

がどの商品役務を選ぶか（「商品選択」）は当

該商品役務の価格や品質（「良質廉価」）に重

点を置いて行われるべきであり，景品が良い

からという理由が本体の商品役務の選択を大

きく左右してはならない，という思想に求め

られている。この後，景品規制の趣旨につい

て公の場で根本的かつ包括的な議論が行われ

たことは少なく，解説書等においてもこれ以

上の議論の展開がされているわけではない。

なお，景表法が公正取引委員会から消費者

庁に移管された際の平成 21 年改正によって，

景表法 1 条の目的規定は，独禁法の特例法で

ある旨が削られるとともに「競争」という文

 12) 「景品規制の見直し・明確化に関する研究会報告書」（平成 7 年 3 月）（以下「平成 7 年報告書」という。）。

公正取引特報 1325 号（1995）となっている。また，その「概要」が公正取引 536 号 8 頁（1995）に掲載されてい

る（以下「平成 7 年報告書概要」という。）。和泉澤衞「『景品規制の見直し・明確化』をめぐって」公正取引 536
号 4 頁（1995）も参考となる。このときの議論は，大元慎二編著『景品表示法（第 5 版）』17-19 頁（商事法務，

2017）でも簡単に紹介されており，平成 5 年以降の日米包括経済協議における米国側の要望事項の 1 つに「景品

規制の緩和・見直し」があったことなどが検討の背景にあったことも示唆されている。

 13) 平成 7 年報告書・前掲注 12)4 頁。平成 7 年報告書概要・前掲注 12)10 頁にも同文がある。

 14) 平成 7 年報告書・前掲注 12)6 頁。平成 7 年報告書概要・前掲注 12)11 頁にも同文がある。前者においては

2 つの文の間に改行がある。

 15) 平成 7 年報告書・前掲注 12)8 頁。平成 7 年報告書概要・前掲注 12)12 頁にも同文がある。

 16) 平成 7 年報告書・前掲注 12)8 頁。平成 7 年報告書概要・前掲注 12)12 頁にも同文がある。

 17) 平成 7 年報告書・前掲注 12)8 頁。平成 7 年報告書概要・前掲注 12)12 頁にもほぼ同文がある。後者には「景

品が獲得できるか否かは偶然不確定であるので，」がない。
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言も削られ，消費者保護を前面に出したもの

となっているが，競争の保護と消費者保護は

表裏一体であるので，平成 21 年改正があっ

たために上記のような趣旨説明に質的変化が

生じたということはないように思われる 18)。

同様の考え方は，平成 7 年報告書においても

既に，例えば，上記引用部分のうち「当該商

品についての競争が有効に働かなくなり，消

費者の利益が損なわれるおそれがある」とい

う表現などに示されている。

なお，そもそも景品規制を行うこと自体が

現代経済や国際標準に照らして間違ってい

る，との旨の問題提起は，昔からあるもので

あり，それらに説得力のあるものが含まれて

いることは，上記のように平成 7 年報告書も

認めるところである。しかし，e スポーツと

景表法の問題のかなりの部分は，以下の本稿

全体で明らかにしていくように，そのような

根本的な一般論に及ばなくとも解決は可能で

はないかとも考えられる。景品規制の存在意

義を全否定するより，景品規制の趣旨を前提

として，そのもとにおいても当面の問題は解

決し得るのであるならば，まずはそれを検討

することに一定の合理性がある。

Ⅳ．法令適用事前確認手続の事例

１　はじめに

日経電子版記事は，現在の状況の「きっか

けは，いわゆる『日本版ノーアクションレ

ター制度』への消費者庁の回答だ」としてい

る。

本稿では，「ノーアクションレター」では

なく，包括的な正式名称である「法令適用事

前確認手続」という呼称を用いる。制度の副

題的名称である「ノーアクションレター」と

いう言葉は，照会された行為について法令上

の問題がないから行政当局は動かない旨の前

向きの回答をしてビジネスを円滑化する方向

性を強調しようとするものであろう。ところ

が，日経電子版記事は，それとは逆に，照会

された行為は法令上の要件を一定範囲で満た

すから行政当局が動く可能性があるという内

容の回答が，「きっかけ」であるとしている。

以下では，「きっかけ」となったと考えら

れる照会（以下「照会 (2)」という。）19) と

それに対する回答（以下「回答 (2)」とい

う。）20) の内容を，確認する。最初に出てき

た照会・回答であるにもかかわらず「(2)」
と呼称するのは，原文にそのように記されて

いるからであり，また，同日の「照会 (1)」
や「回答 (1)」も，本稿では追って参照する

（後記 V．）。

２　照会 (2) の概要

照会 (2) は，おおむね，次のような事実を

提示して，消費者庁の見解を確認しようとす

るものである。

「当社は，ネットワークを介して異なる筐

体間で対戦することができる機能を有するア

クションゲームを一般消費者に供給する事業

を営む具体的な予定があるところ，当該アク

ションゲームの認知普及のためのプロモー

ションの一環として，当該［アクションゲー

ム］の販売又は提供期間中に，当該アクショ

ンゲームを利用した大会を開催し，その大会

における成績優秀者に対して賞金を提供する

という企画を考えている。」。

「大会における成績優秀者に対する賞金に

ついては当社が準備する。」。

当該アクションゲームをそもそも遊戯した

ことがない者であっても大会に参加すること

はできるが，「本アクションゲームにおける

技術向上のためには，原則的に繰り返しの

 18) 大元編著・前掲注 12)27 頁にも同様の解説がある。

 19) 木曽崇氏を照会者とする法令適用事前確認手続照会書（平成 28 年 8 月 29 日）であって 1 頁の右肩に「(2)」
という番号が付されたもの（http://www.caa.go.jp/info/nal/pdf/info_nal_160909_0002.pdf, 平成 29 年 9 月 17 日最

終閲覧）。消費者庁ウェブサイトの「法令適用事前確認手続（ノーアクションレター制度）」のウェブページ 
（http://www.caa.go.jp/info/nal/, 平成 29 年 9 月 17 日最終閲覧）にこの種の照会と回答の一覧が掲げられている。

 20) 照会 (2) に対する消費者庁表示対策課長による法令適用事前確認手続回答通知書（平成 28 年 9 月 9 日）で

あって 1 頁の右肩に「(2)」という番号が付されたもの（http://www.caa.go.jp/info/nal/pdf/info_nal_160909_0005.pdf,
平成 29 年 9 月 17 日最終閲覧）。
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ゲームプレイが必要であるため，有料ユー

ザー以外の者が『成績優秀者』として賞金を

獲得する可能性は低いと考えられる。」。

３　回答 (2) の概要

回答 (2) は，次のように述べて，照会 (2)
の賞金は「景品類」に該当する，とした。

まず，照会 (2) の企画は，「照会者が『顧

客を誘引するための手段として』，一般消費

者に対して供給することを具体的に予定して

いる当該アクションゲームに関する大会を開

催し，当該大会における成績優秀者に対して

『経済上の利益』である賞金を提供するもの

である。」とする。

そして，取引付随性の要件について，定義

告示運用基準の「商品又は役務を購入するこ

とにより，経済上の利益の提供を受けること

が可能又は容易になる場合」には取引付随性

がある旨の記述 21) を掲げた上で，照会 (2)
によれば「本アクションゲームにおける技術

向上のためには，原則的に繰り返しのゲーム

プレイが必要であるため，有料ユーザー以外

の者が成績優秀者として賞金を獲得する可能

性は低いと考えられる。」という点に言及し

て，照会 (2) における取引付随性を肯定して

いる。

以上のようなわけで，賞金は，代金を支

払って購入するビデオゲームに付随する「景

品類」に該当するとされた 22)。

そして，回答 (2) においては特段の理由が

示されてはいないが照会 (2) の賞金は懸賞に

該当するとされて，懸賞制限告示 2 項（前記

Ⅲ．１⑶）の規制対象となるとされた。

日経電子版記事の「わずか 10 万円」とい

う記述は，ここに端を発するものと考えられ

る。

４　以下の検討の下準備

⑴　違和感

私は，照会 (2) と回答 (2)，そして日経電

子版記事とを，総合して見た場合に，違和感

を持った。その違和感の具体的内容は以下の

本稿の全体において明らかにしていくことに

なるが，これを一言でいえば，それぞれが前

提としている問題が異なっている可能性があ

るのではないか，ということである。

日経電子版記事は，「数千万〜数十億円規

模の賞金がかかる大会」が外国で開催されて

いることを掲げつつ，それと対比して，日本

では「わずか 10 万円」としている。これは，

e スポーツの中でも特に高度な技術を用いて

活躍する有名選手による大会を念頭に置いた

ものであるように見える 23)。

それに対し，回答 (2) は，照会 (2) の行為

が「照会者が『顧客を誘引するための手段と

して』」行うものであることを簡単に認定し

ている。

照会 (2) が，その主観において何を想定し

ていたのかは，照会者だけが知ることであっ

て定かではなく，また，回答 (2) が，その主

観において，照会 (2) の内容をどのように受

け止めた上で回答したのかは，回答者だけが

知ることであって定かではない。

つまり，照会 (2)・回答 (2) は，日経電子

版記事と同様に，特に高度な技術を用いて活

躍する有名選手等による大会を念頭に置いて

いる可能性もあるかもしれないが，その水準

には至らない一般ユーザーが競技者となるこ

とを中心とする大会を念頭に置いている可能

性もある。

 21) 定義告示運用基準 4(2) イ。回答 (2) においては引用されていないが，定義告示運用基準 4(2) イは，かっこ

書において，「（例　商品を購入しなければ解答やそのヒントが分からない場合，商品のラベルの模様を模写させ

る等のクイズを新聞広告に出題し，回答者に対して提供する場合）」としている。

 22) 伝統的な意味でのスポーツの大会の賞金が景表法との関係であまり話題とならないのは，特定の事業者の

商品役務を購入しなければ高度な競技をすることができないという状況がほとんどなく，当該特定の事業者が大

会を主催し賞金を支払うということに関する問題意識が生ずることもほとんどなかった，ということなのではな

いかと推測される。

 23) 懸賞制限告示の 10 万円という数字は「景品類の最高額」の規制に関するものであるのに対し（懸賞制限告

示 2 項），「数千万〜数十億円規模の賞金」というのが大会の賞金総額を指すのか賞金最高額を指すのかは定かで

はないが，ここでは深入りしない。
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⑵　法令適用事前確認手続の性格

ところで，回答 (2) を見ると，「照会者か

ら提示された事実のみを前提に」回答するの

であり，「照会者から提示された事実関係を

前提とすれば」照会 (2) の行為は景表法 4 条

の適用対象となるとしている。

法令適用事前確認手続は閣議決定に根拠の

ある制度であり，それに基づいて各府省が細

則を定めることが求められている。

そこでそれらを見ると，まず，閣議決定は，

照会に対する各府省の回答において，以下の

旨を明示するよう求めている。「本回答は，

照会対象法令（条項）を所管する立場から，

照会者から提示された事実のみを前提に，照

会対象法令（条項）との関係のみについて，

現時点における見解を示すものであり，もと

より，捜査機関の判断や罰則の適用を含めた

司法判断を拘束しうるものではない」24)。

消費者庁の細則においても，同様のことが

定められている 25)。

回答 (2) の上記の記述は，そのような方針

を受けたものである。

このように，法令適用事前確認手続におけ

る回答というものは，照会者から提示された

特定の事実に対するものであり，それ以外の

事実にも適用することのできる汎用性のある

ものであるとは限らない。

これを言い換えれば，e スポーツに対する

景表法の適用について，現状を変えるには，

消費者庁の考え方を一般論として批判すると

いう方法もあるが，それ以外の方法として，

回答 (2) は特定の事実を念頭に置いており，

そこだけに限定して通用する考え方が示され

たのであると位置付けて，その他の事実につ

いては別論とする，というものもあり得るこ

とになる。

私の経験でも，独禁法に関する公正取引委

員会の相談事例を企業法務実務家とともに検

討する際，「ここで公正取引委員会は○○が

問題であるとしているが，○○が問題とされ

たのではビジネスを萎縮させるのではない

か」という指摘を受けることはよくある。そ

のような違和感を持ち，指摘していただける

のは有難いことであり，指摘内容そのものは

もっともであることが多い。ところが他方で

同時に，そこにおいて行政当局は，相談され

た特定の事案を前提として回答していること

にも留意する必要がある。もちろん，回答事

例として公表しウェブサイトに掲げる以上，

あらぬ方向に波及しないよう表現に注意する

ことは期待されるかもしれない。しかし，個

別事例の回答においても常に厳密な汎用性を

保った記述をしなければならないこととなれ

ば，文章は注意書きばかりでわかりにくいも

のとなり，そこで必要とされる注意力のコス

トは膨大なものとなって，行政当局の作業効

率を下げ，労働環境を圧迫するだけでなく，

ひいては回答事例の公表という制度そのもの

が変容を迫られる可能性さえあることにも配

慮する必要があろう。

したがって，このような回答事例に接する

場合には，上記のようなことも踏まえつつ，

どこまでが一般論で，どこからがその事案だ

けに当てはまる議論であるのかを，読み手の

側が見極めることが必要となる。その見極め

には唯一無二の正解があるわけではない。公

表された文面だけでなく，その文書に対して

その行政当局が与えた格式の高低や，文書作

成を取り巻く文脈や状況などが影響すると考

えられる 26)。照会者と回答者が，単に文書

をやり取りしているだけでなく，面会して一

定の印象を相互に持ち，文書に残らない形で

一定のことを伝え合っている可能性があるこ

とも，想起する必要がある。

 24) 「行政機関による法令適用事前確認手続の導入について」（平成 13 年 3 月 27 日閣議決定）記 3(2)。
 25) 「消費者庁における法令適用事前確認手続に関する細則」（平成 23 年 7 月 1 日消費者庁長官決定）5(3)，別

紙 2。
 26) 例えば，行政当局の文書を読んでいて，「あちらには△△と書かれているのに，こちらには同様の記述がな

い。これには意味があるのか。」との旨の質問を受けることがある。これには，次のように答えることになろう。

その文書の格式が高く行政当局内部で重いチェックが入っているために，同様の記述がないことに意味が与えら

れている可能性のある文書と，それほどの格式ではないために，同様の記述がないのは単に起案者が忘れただけ

であって，特定の記述がないことを深読みしても仕方がない可能性の高い文書とが，あるように思われる。その

あたりの間合いの取り方が，この種の文書を読む際には 1 つの重要な鍵となる。
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そのような個別状況になってくると，照会

者や回答者ではない外部の者にはわからな

い。そして，そうであるからこそ，回答文書

が公表された場合には，控えめに，確実に言

えることだけを受け止める，という態度が求

められるように思われる。

⑶　以下の構成と内容

照会 (2) が提示し回答 (2) が前提としたも

のが，一般ユーザーが競技者となることを中

心とする大会であったのか，それとも，日経

電子版記事が念頭に置いていると考えられる

ような，有名選手等による高度な大会であっ

て一般ユーザーが観戦することを中心とする

ものであったのか，ということは，文面から

は必ずしも判然としない。

そこで，本稿としては，どちらであったと

決めつけることはせず，一般ユーザーが競技

者となることを中心とする大会を想定した場

合と一般ユーザーが観戦することを中心とす

る大会を想定した場合とに分けて，回答 (2)
を検討し，過去を含めた景表法当局（消費者

庁，公正取引委員会）の関係文書等に何か手

掛かりはないかを探る作業を行う。便宜上，

前者のような大会を「一般ユーザー競技大会」

といい，後者のような大会を「一般ユーザー

観戦大会」ということにする。

もちろん，実際には，両者の中間の性格を

持つ大会が多いのかもしれない。伝統的な意

味でのスポーツの世界にも，例えばサッカー

の天皇杯のように，草の根的なチームの参加

も認めつつ，最後には事実上は J リーグチー

ムだけによるトーナメントとなり，高額の賞

金が用意されている，という大会がある。し

かし，もしそうであるとしても，以下のよう

な検討が法的対応に一定のヒントを与える可

能性はあるように思われる。現実は複雑であ

る，と言っているばかりでは何もできず，あ

る程度において単純化したモデルを前提に一

定の議論をし，そこで得られた知見を，事案

ごとに修正して，複雑な現実に当てはめてい

く，という手法は，法学に限らず諸方面で当

然に採用されているものである。

Ⅴ．一般ユーザー競技大会の場合

一般ユーザー競技大会を前提とした場合に

は，回答 (2) は，これまでの考え方に根差し

たものであって，特に珍しいものではないよ

うに思われる。ただ，一般ユーザー競技大会

としてどのようなものを想定するかという問

題はあり，この項目の末尾で触れる。

一般ユーザー競技大会に対して景表法の景

品規制の観点から命令をした事例として，例

えば，オリエンタル商事に対する昭和 53 年

の排除命令がある 27)。愛知県春日井市内に

バッティングセンターを設けたオリエンタル

商事が，バッティングを行った者に対して，

「ホームラン王にはコロナを進呈」と称し，

ホームランの本数を基準として，第 1 位の者

に約 30 万円相当の中古自動車を提供するな

どした，という事例である。中日ドラゴンズ

の谷沢健一選手や木俣達彦選手が来場して賞

品をさらっていくことは，想定されていな

かったものと窺われる。

このような，一般ユーザー競技大会では，

一般のユーザーが，うまくやれば賞金や賞品

を得ることができるのではないかと考えて本

体商品役務を購入することを想定して，景品

規制を行うものと考えられる。一般のユー

ザーは，バッティングセンターで対価を払っ

てバッティングをしたり，ビデオゲームを購

入して腕を磨いてから大会に臨んだりする。

商品役務を売る側から見れば，「顧客を誘引

するための手段として」，そのような顧客に

対して賞金や賞品を出すことになる。

バッティングセンターの場合は，バッティ

ングセンターにおけるバッティングに対する

対価支払がその都度のものであると思われる

ので，賞品がバッティングという商品役務に

付随していることがわかりやすいが，ビデオ

ゲームの場合も，回答 (2) が述べるように，

「商品又は役務を購入することにより，経済

上の利益の提供を受けることが可能又は容易

になる場合」には，賞金はビデオゲームとい

 27) 公正取引委員会排除命令昭和 53 年 5 月 29 日公正取引委員会排除命令集 12 巻 27 頁。平成 21 年改正によっ

て消費者庁に移管される前の公正取引委員会所管時代には，現在の措置命令は排除命令という名称であった。
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う本体商品役務の取引に付随したものである

と認定するという考え方が定着している。そ

れとは対照的に，照会 (1) に対する回答

(1)28) のように，「有料ユーザーが有利にな

るということはな」いという事実を前提とし

た場合には，ビデオゲームの勝敗には関係の

ない画面上の服装などの「スキン」に課金が

ある場合であっても，賞金は「スキン」等の

商品役務の取引に付随するものではなく景表

法上の「景品類」には当たらないとして扱わ

れることになる 29)。

なお，一般ユーザー競技大会であっても，

賞金が「仕事の報酬等」に該当すると考えら

れる場合は，あり得るものと思われる。後記

Ⅵ．２⑴ａで見るように，「モニターに対して

支払うその仕事に相応する報酬」も，景品類

に該当しないものの例として掲げられてお

り，必ずしも高度な技術を持つことが要件と

はされていないからである。本稿では，一応

の区別として（あるいは，日経電子版記事の

背景となっていると考えられる回答 (2) を相

対化する手段として）一般ユーザー競技大会

と一般ユーザー観戦大会とを分けて論じてい

るが，その境界線上の諸問題はあり得る。そ

のことを指摘しておいて，次に進むこととし

たい。

Ⅵ．一般ユーザー観戦大会の場合

１　違和感の敷衍

前記Ⅳ．４⑴で述べたように，回答 (2) の考

え方を，一般ユーザー観戦大会（一般ユー

ザーが観戦することを中心とする大会）につ

いても通用させるというのであれば，私には

違和感がある。

ここで一歩だけ考えを進めて述べるなら

ば，次のとおりである。回答 (2) は，「照会

者が『顧客を誘引するための手段として』」

賞金を提供する，と認定しているのであるが

（前記Ⅳ．３），一般ユーザー観戦大会の場合

には，そのような顧客誘引は，景表法上の「景

品類」の定義における「顧客を誘引するため

の手段として」が想定しているものとは異な

るのではないか。言い換えれば，「顧客を誘

引するための手段として」における「顧客」

は，賞金を得る可能性のある者らと一致して

いなければならないのではないか。一般ユー

ザー観戦大会の場合には，ビデオゲームの開

発会社が顧客誘引を意図しているとしても，

それは，賞金を得る可能性のある者らを顧客

として誘引しようというのではなく，賞金を

得る可能性のある者らによる高度なプレイを

見せることによって，賞金を得る可能性のな

い顧客（一般ユーザー）を誘引する，という

意味なのではないか 30)。

以上のような考え方は，景品類の定義に関

する解釈論として，景品規制の趣旨（前記Ⅲ．

２）に照らしても自然なものであると私は考

えている。

しかし，景表法当局（消費者庁，公正取引

委員会）やその関係者が明確にそのように述

べた資料の存在は，見出すことができなかっ

た。

そこで以下では，上記のような考え方を規

制趣旨に照らしてただ主張するだけでなく，

それに近いことを述べた過去の資料等を収集

して並べ，上記のような考え方が方向性にお

いて誤っておらず，むしろ実質的に同様の考

え方を採用したものが多いことを示すことと

 28) 木曽崇氏を照会者とする法令適用事前確認手続照会書（平成 28 年 8 月 29 日）であって 1 頁の右肩に「(1)」
という番号が付されたもの（http://www.caa.go.jp/info/nal/pdf/info_nal_160909_0001.pdf, 平成 29 年 9 月 17 日最

終閲覧）に対する，消費者庁表示対策課長による法令適用事前確認手続回答通知書（平成 28 年 9 月 9 日）であって，

1 頁の右肩に「(1)」という番号が付されたもの（http://www.caa.go.jp/info/nal/pdf/info_nal_160909_0004.pdf, 平
成 29 年 9 月 17 日最終閲覧）。

 29) このような場合には，一般ユーザー観戦大会であっても，直ちに景表法の適用対象外であることになる。

 30) 更に言い換えれば，照会 (2)（前記Ⅳ．２）における「当該アクションゲームの認知普及のためのプロモーショ

ンの一環として」という表現が，賞金を得る可能性のない顧客に対する認知普及を念頭に置いているのか，賞金

を得る可能性のある者らに対する認知普及を念頭に置いているのか，必ずしも判然としない，ということである。

照会 (2) の照会者がどのように考えたかはわからないし，回答 (2) の回答者がどのように考えたかもわからない。

両者が一致しているとも限らない。
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したい。

２
　関係する景表法当局の見解等の

列挙

⑴　定義告示運用基準（仕事の報酬等）

ａ　紹介

一般ユーザー観戦大会における賞金を考え

る場合，まず思いつくのは，定義告示運用基

準の，仕事の報酬等は景品類に該当しない旨

の記述である。そこでは，「取引の相手方に

提供する経済上の利益であっても，仕事の報

酬等と認められる金品の提供は，景品類の提

供に当たらない（例　企業がその商品の購入

者の中から応募したモニターに対して支払う

その仕事に相応する報酬）。」とされてい

る 31)。

ｂ　コメント

もし，賞金が「仕事の報酬等」に該当する

と言えるならば，景品類には当たらず，景表

法の規制対象外となることになる。しかし，

定義告示運用基準は，「仕事の報酬等」と認

められるための具体的基準を明らかにしてい

ない。

前記ａにおいて引用したように，「モニ

ターに対して支払うその仕事に相応する報

酬」が，「仕事の報酬等」の例として掲げら

れているが，これは，伝統的思考様式からす

れば，順位を付けて成績優秀者にだけ提供す

るものとは異なっている。順位を付けて成績

優秀者にだけ提供するものも「仕事の報酬等」

に該当すると論ずるためには，更に支援材料

を集めるのが有益であろう。

ｃ　補論・事業者向け景品

この機会に，事業者向け景品の規制に触れ

ておきたい。一般ユーザー観戦大会のような

高度な大会に出場する選手は事業者であると

位置付け，さらに，事業者向け景品は景表法

の規制対象外であるとする法解釈を行って，

賞金を景表法の規制対象外としようとするア

イデアについてである。

景表法は，不当表示規制においては，その

具体的違反要件規定である 5 条において一般

消費者に対する表示であることを違反要件と

しているが，景品規制においては，一般消費

者に対する景品でなければ規制できない旨の

明文の規定を置いていない。事業者景品制限

告示は平成 8 年に廃止されているが（前記注

1)），これは，そのような題名の告示が廃止

されたというだけであり，他の告示によって

事業者向け景品を規制する可能性は残ってい

る。そして現に，例えば懸賞制限告示のよう

に，事業者向けの景品であっても該当し得る

ものが存在する 32)。

ところがここで，景表法を公正取引委員会

から消費者庁へと移管した際の平成 21 年改

正に注目する必要がある。平成 21 年改正は，

景表法 1 条において「一般消費者による自主

的かつ合理的な選択」を掲げることとしただ

けでなく，制限・禁止に関して法律が内閣総

理大臣に委任する景表法 4 条（平成 21 年改

正の時点では景表法 3 条）にも，「不当な顧

客の誘引を防止し，一般消費者による自主的

かつ合理的な選択を確保するため必要がある

と認めるときは」という条件を置いた。その

ような規定が景表法 4 条に置かれた以上，事

業者向け景品を制限・禁止することは内閣総

理大臣に委任されていないという法解釈をす

ることは，十分に可能であるように思われ

る。言い換えれば，懸賞制限告示は，一般消

費者に対する景品類だけについて制限・禁止

を行っているものと限定して解釈すべきであ

 31) 定義告示運用基準 5(3)。定義告示運用基準 5 は，「『物品，金銭その他の経済上の利益』について」という

見出しを掲げているが，しかしこれを 5(3) と併せて読むと，「経済上の利益であっても」（5(3)），「経済上の利益」

に該当しない（5 見出し），ということになってしまい，少々具合が悪い。仕事の報酬等は，「顧客を誘引するため

の手段として」に該当しない，取引付随性がない，などと位置付けるほうが，据わりが良いように思われる（後

記３）。

 32) 消費者庁ウェブサイトの「景品に関する Q&A」は，Q6 に対する A において，事業者向け景品であっても

懸賞制限告示などにより景品規制の対象となる旨を明確に述べている

　（http://www.caa.go.jp/representation/keihyo/qa/keihinqa.html, 平成 29 年 9 月 17 日最終閲覧）。そのほか，例え

ば，懸賞制限告示運用基準 2(4) かっこ書のように，事業者向け景品の問題であることを当然の前提とした記述を

残しているものもある。
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る（それに反する部分は景表法 4 条の委任の

範囲を越えており無効であると考えるべきで

ある），という考え方は，十分に可能である

ように思われる。

それはそれとして，e スポーツと景表法の

問題との関係では，どうであろうか。以上の

ような文脈で「事業者」あるいは「一般消費

者に該当しないもの」という概念を用いるこ

ととした場合，それに該当するとされた競技

者については景表法の景品規制が全て対象外

となるので，かえって，その範囲を狭めに解

釈適用しようとする少々硬い議論が展開され

てしまう可能性があるかもしれない。それよ

りもむしろ，「仕事の報酬等」のように，事

案に即した柔軟な対応をすることが容易な概

念を用いて景表法の違反要件の不充足を論ず

るほうが，壁を乗り越えやすくなり，また，

後記３の末尾に記すように，一般ユーザーも

参加する大会であっても規制対象外とする議

論をする余地も残しやすいかもしれない。

⑵　懸賞制限告示の解説（優等懸賞）

ａ　紹介

懸賞制限告示は，「特定の行為の優劣又は

正誤によつて定める方法」によって景品類の

提供の相手方や提供する景品類の価額を定め

ることも，「懸賞」の定義に含めている（懸

賞制限告示 1 項 2 号）。ビデオゲームの大会

の賞金は，「優劣」によって相手方や価額を

定める懸賞に該当することになりそうであ

る。

このようなものを懸賞制限告示に取り入れ

たのは昭和 40 年であり，このとき懸賞制限

告示に盛り込まれた具体例は，現在では，懸

賞制限告示運用基準の「キャッチフレーズ，

写真，商品の改良の工夫等を募集し，その優

劣によって定める方法」という記述（懸賞制

限告示運用基準 2(2)）などに残っている。こ

のような方法によって相手方や価額を定める

懸賞は，「優等懸賞」と呼ばれることがある。

昭和 40 年あるいは昭和 45 年の段階での詳

細な解説がある 33)。

それによれば，「くじの方法のようにだれ

にでも応募でき，平等に当たる可能性のある

ものが最も取引誘引効果があると考えられ，

優等懸賞のように応募者の能力を前提とする

ものは，その意味ではくじの方法よりも劣る

といえる。」という 34)。

そして，「優等懸賞においては，とくに懸

賞小説や商品の改良の工夫などに端的にあら

われているように，規制の対象にするに忍び

がたいもの，あるいは真に技術や能力を必要

とし，その技術，能力に値するだけの賞金や

賞品を付けてもさしつかえないと考えられる

ものが多い。しかし，現実には，従来，形式

的には優等懸賞の方法を用いながら，実質的

には景品を与える者を選ぶためだけのものが

あまりにも多く行われていた。そして，実際

には優等懸賞の対象となっている作品の募集

を行なうものと形式的に優等懸賞の方法を借

用するものとを区別することが困難であるの

で，不当な顧客誘引行為を規制する見地か

ら，一応全般的に規制し，もし実際に作品等

の募集を行なうものであれば，実質的に取引

に結びつくことのないような方法で行なうこ

とによって，規制の対象とならないようにす

べきであるとの考えから，昭和四十年の改正

で優等懸賞を規制の対象に加えたものであ

る。」とされている 35)。

ｂ　コメント

以上については，次のようなことをコメン

トすることができよう。

第 1 に，優等懸賞の取引誘引効果は通常の

懸賞との比較において劣るとされている。

第 2 に，真の優等懸賞は実質的には規制対

象とすべきでないと考えられており，ただ，

形式的な優等懸賞（景品類の提供の相手方が

実は最初から決まっていてその者を優勝者と

することに最初から決まっているコンテスト

 33) 公取委取引課「いわゆる優等懸賞，クイズ懸賞の規制について」公正取引 179 号 32 頁（1965）。末尾に「糸

田省吾」の記名がある。吉田文剛編『景品表示法の実務』95-96 頁，103-104 頁（ダイヤモンド社，1970）にも同

様の解説が見られる。後者のほうが，推敲等を施したものであって読みやすいので，以下では，後者から引用する。

 34) 吉田編・前掲注 33)95 頁。公取委取引課・前掲注 33)32 頁も同様。

 35) 吉田編・前掲注 33)103-104 頁。公取委取引課・前掲注 33)34 頁は，形式的な優等懸賞が行われていること

が過去形でなく現在形となっているなどするほかは，基本的には同様の内容である。
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などであろうか）との区別が難しいので一律

に懸賞制限告示の対象とした，とされてい

る。

第 3 に，したがって，真の優等懸賞である

ならば他の方法で景表法の景品規制を逃れて

もらいたい旨が述べられている。そこで掲げ

られた方法は，「実質的に取引に結びつくこ

とのないような方法」である。当時の懸賞制

限告示の条文を見ると，景品類を提供する側

がコンテストを取引に結びつけるために行う

工夫として，「商品若しくはこれに添付した

物又は商品若しくは役務の取引があつたこと

を証する物を提示させ」というものが明文で

定められ 36)，これが取引付随性の要件を満

たす根拠となっていた。真の優等懸賞につい

ては，そのような物の提示を求めないことを

期待したのであろう。

有料のビデオゲームをプレイして訓練して

おかなければ実際上は成績優秀者にはなれな

いという大会の賞金においては，取引付随性

の要件の充足を回避することは難しい。しか

し，現在の規制の原型をなす改正の解説が，

真の優等懸賞であるならば実質的には規制し

たくない旨を，取引誘引効果が劣るとの認識

とともに，示していたことは，一般ユーザー

観戦大会における賞金の問題にとって，有力

な参考となるように思われる。

⑶
　懸賞制限告示運用基準の解説（セール

スコンテスト等）

ａ　紹介

前記⑵ａのように，優劣によって定める方

法は一律に「懸賞」に該当するとしておきな

がら，しかし懸賞制限告示運用基準は，「た

だし，セールスコンテスト，陳列コンテスト

等相手方事業者の取引高その他取引の状況に

関する優劣によって定める方法は含まれな

い。」として，例外を認めている（懸賞制限

告示運用基準 2(4)）。
昭和 63 年に事業者景品制限告示のガイド

ラインを策定した際，上記のセールスコンテ

スト等を景品規制の対象から外すこととな

り，その旨を懸賞制限告示運用基準にも書き

込んだものであることが，詳細に解説されて

いる 37)。

それによれば，懸賞制限告示運用基準にお

いて優等懸賞として「例示されている方法は，

いずれも，『くじその他偶然性を利用して定

める方法』には直ちには該当しないが，偶然

性を利用する場合と同様に，取引とは直接関

係なく，景品類の提供の相手方等を定めるこ

とを主たる目的としたものである。」38)。

「これに対して，取引コンテストは，取引

実績ないしは販売促進効果を増進する目的で

行われるものであり，景品類の提供の相手方

等を定めることを主たる目的としたものでは

ない。このようなものを懸賞として取り扱う

のは，懸賞制限告示の趣旨に照らして適当で

ないと考えられる。」39)。

そのように述べた上で，懸賞制限告示運用

基準の現在のようなかっこ書が加えられたこ

とを紹介している。

ｂ　コメント

「取引実績ないしは販売促進効果を増進す

る目的で行われる」賞金を懸賞として景品規

制の対象とするのは「懸賞制限告示の趣旨に

照らして適当でない」とされたことは，e ス

ポーツの大会の賞金との関係でも，意味があ

るように思われる。

⑷　オープン懸賞告示運用基準（優等懸賞）

ａ　紹介

最後に，景表法でなく独禁法に関するもの

であり，しかも既に廃止されているものでは

あるが，オープン懸賞告示運用基準に触れる

こととしたい 40)。オープン懸賞告示の規制

 36) 昭和 40 年公正取引委員会告示第 20 号による改正で追加された旧懸賞制限告示（懸賞による景品類の提供

に関する事項の制限（昭和 37 年公正取引委員会告示第 5 号））の備考 10 号であり，公取委取引課・前掲注 33)34
頁で引用されているほか，吉田編・前掲注 33)103 頁にも，同等の規定である旧懸賞制限告示備考 1 項 7 号（昭和

44 年公正取引委員会告示第 16 号による改正後のもの）が掲げられている。

 37) 鈴木満＝大塚誠司「『事業者に対する景品類の提供に関する景品表示法上の考え方』について─事業者景

品ガイドラインの解説─」公正取引 456 号 4 頁，9-11 頁（1988）。
 38) 鈴木＝大塚・前掲注 37)10-11 頁。

 39) 鈴木＝大塚・前掲注 37)11 頁。

 40) 後掲注 43) の公正取引委員会の発表資料に，オープン懸賞告示とオープン懸賞告示運用基準の原文が含まれ



Vol.12  2017.11  東京大学法科大学院ローレビュー

99

趣旨は，現在の景表法による景品規制の規制

趣旨と基本的に同じであったと考えられ

る 41)。オープン懸賞告示の条文においても

「顧客を誘引する手段として」が要件とされ

ている点で，景表法 2 条 3 項・定義告示にお

ける景品類の定義と共通していた 42)。

オープン懸賞とは，取引付随性のない懸

賞，すなわち，商品役務を購入しなくとも参

加できる懸賞の通称である。取引付随性の要

件を満たさないことになるので，景表法の景

品規制の要件を満たさず，独禁法の不公正な

取引方法の定義規定に基づき，特殊指定とし

て昭和 46 年からオープン懸賞告示が置かれ

ていた。

ところが，時代の流れとともにオープン懸

賞と商品選択との関連が稀薄になり，また，

オープン懸賞告示が定めた上限金額やそれに

近い額のオープン懸賞を実施している例がほ

とんどみられないために，廃止することと

なったと説明されている 43)。

さて，そこに，e スポーツの大会における

賞金の問題との関係でも興味深い記述があっ

た（オープン懸賞告示運用基準 2）。
「次に掲げる要件のすべてに適合する方法

により特定の者を選び，これに経済上の利益

を提供する旨を申し出ることは，顧客を誘引

する手段とは認められないので，この告示第

1 号ニの規定に該当しないものとして取り扱

うこととする。」44)。

そして，「次に掲げる要件」として，次の

3 点を挙げる。「(1) 高度の知識，技能等を必

要とする論文，小説，図案等の精神的労作で

あつて，一般消費者が容易に応募することが

できないものを募集し，その内容の優劣によ

り特定の者を選ぶものであること。(2) 提供

する経済上の利益は，当該精神的労作に対す

る対価ないし褒賞として社会的通念上妥当と

認められる範囲内のものであること。(3) 当
該精神的労作の内容の優劣の判定は，社会的

に信用のある機関，学者，評論家，芸術家等

が行なうものであること。」45)。

オープン懸賞告示およびオープン懸賞告示

運用基準を昭和 46 年に制定した際の解説も，

かなり詳しいが，上記引用部分については，

運用基準に詳しく書き込まれたためか，これ

を超える解説はされていない 46)。

ｂ　コメント

基準を満たす優等懸賞について，「顧客を

誘引する手段とは認められない」と明確に述

べたところに，オープン懸賞告示運用基準の

ている。消費者庁ウェブサイトにも，「景品表示法関係ガイドライン等」のウェブページ

　（http://www.caa.go.jp/representation/index4.html, 平成 29 年 9 月 17 日最終閲覧）において，「廃止されたもの」

として，オープン懸賞告示運用基準が掲げられている

　（http://www.caa.go.jp/representation/pdf/100121premiums_25.pdf, 平成 29 年 9 月 17 日最終閲覧）。ただし，原

文が横書きであるものを一旦縦書きにしてから再び横書きにしたものとみられ，原文では算用数字であるものが

漢数字となっている部分がある。

 41) 独禁法と景表法は，景表法の平成 21 年改正までは，独禁法が一般法であり景表法は独禁法の特例法である

ことが景表法において明文で定められている，という関係にあった（平成 21 年改正前景表法 1 条）。広い意味で

の景品規制に関係する限りにおいて，独禁法の規制趣旨と景表法の規制趣旨は共通していた。そして，景表法の

規制趣旨は平成 21 年改正の前後において変化がない（前掲注 18) に対応する本文）。

 42) オープン懸賞告示の根拠となる独禁法の条文においても，「不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘

引し」が要件とされていた（平成 21 年法律第 51 号による改正前の独禁法 2 条 9 項 3 号）。現在でも，同等の規定

は独禁法 2 条 9 項 6 号ハとして残っており，景品規制を含む一般的な条文として一般指定（「不公正な取引方法」

（昭和 57 年公正取引委員会告示第 15 号））9 項が置かれている（「正常な商慣習に照らして不当な利益をもつて，

競争者の顧客を自己と取引するように誘引すること。」）。

 43) 廃止の趣旨については，公正取引委員会「『広告においてくじの方法等による経済上の利益の提供を申し出

る場合の不公正な取引方法』の廃止についての意見募集」（平成 18 年 3 月 1 日）2「本廃止の趣旨」。パブリック

コメントに対しても同趣旨の説明がされ，オープン懸賞告示とともに，オープン懸賞告示運用基準も廃止された

（公正取引委員会「『広告においてくじの方法等による経済上の利益の提供を申し出る場合の不公正な取引方法』

の廃止について」（平成 18 年 4 月 26 日））。

 44) 「この告示第 1 号ニ」とは，「キヤツチフレーズ，商品名，感想文等の募集に応ずること」を求め，その「優

劣により選ぶこと」を規制対象とする旨の規定である。

 45) 原文は，(1)，(2)，(3) の項目ごとに改行されている。

 46) 山田昭雄「オープン懸賞広告の規制」公正取引 250 号 32 頁，35 頁（1971）。
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最大の特徴がある。定義告示運用基準も「顧

客を誘引するための手段として」について述

べるところがあるが，その内容は，外縁にお

いて含まれるものを例示するだけであり，中

核的考え方については述べていない（定義告

示運用基準 1）。その意味で，オープン懸賞

告示運用基準が，高度な技術等に関する優等

懸賞を想定しつつ，「顧客を誘引する手段と

は認められない」と明確に述べている点は注

目される。

基準を満たす優等懸賞は「顧客を誘引する

手段とは認められない」という考え方が，

オープン懸賞告示とオープン懸賞告示運用基

準の廃止によって損なわれることは，なかっ

たはずである。廃止の趣旨は前記ａのとおり

であり，優等懸賞に関する考え方には，関係

がなかったからである。言い換えれば，オー

プン懸賞告示運用基準が「顧客を誘引するた

めの手段として」の解釈として示した考え方

は，現在においても，参考となるはずである。

オープン懸賞告示運用基準が示す 3 つの要

件を順に検討する。

オープン懸賞告示運用基準 2(1) の要件は，

「高度の知識，技能等を必要とする……精神

的労作であつて，一般消費者が容易に応募す

ることができないもの」という定義をした点

において，一般ユーザー観戦大会における賞

金の問題にとって参考となる。ビデオゲーム

の技術もこれに含む，という考えは，昭和

46 年であればいざ知らず，現代であれば，

導きやすいかもしれない。

オープン懸賞告示運用基準 2(2) の基準は，

その存在意義において少々怪しい。第 1 の基

準によって賞金が一般消費者には関係が薄い

ものとなっている以上，賞金がいかに高額で

あったとしても，景表法の規制趣旨とは関係

しないように思われる。

オープン懸賞告示運用基準 2(3) の基準は，

「論文，小説，図案」を例として掲げていた

ために「社会的に信用のある機関，学者，評

論家，芸術家等」が判定することを求めたも

のであって，これはつまり，最初から優勝者

が決まっているような形式的な優等懸賞（前

記⑵ａ）ではないことを確保するための客観

的判定を求めたものではないかと思われる。

ビデオゲームの場合には，特定の競技者が有

利となるような悪質なプログラムが仕組まれ

ていない限り，客観的に優劣が判定されるこ

とが当然の前提とされているのではないか。

オープン懸賞告示運用基準 2(3) の基準を文

字どおりに気にする必要はなく，実質的には

満たされていると考えてよいように思われ

る。

３　まとめ

前記２において⑴〜⑷として列挙した景表

法当局の見解等をまとめると，次のようなこ

とが言えるように思われる。

優等懸賞について，一定の具体的基準を満

たすものであれば「顧客を誘引するための手

段として」に該当しないと明確に述べるもの

（オープン懸賞告示運用基準），取引誘引効果

が劣るとするもの（懸賞制限告示の解説（優

等懸賞）），などがあった。後者は，「顧客を

誘引するための手段として」に該当しないと

述べるわけではないが，真の優等懸賞であれ

ば規制すべきでないという考え方を示してい

た。

真の優等懸賞と認められるための基準とし

て参考となる諸要素は，オープン懸賞告示運

用基準に特に具体的に示されていた。高度の

能力を必要とし，一般消費者が容易に応募す

ることができないもの，などといった点は，

ビデオゲームと通底するものがある。優劣の

判定が客観的に行われる必要があるが，これ

は，通常のビデオゲームであれば，機械的に

優劣を定めることができない論文，小説，図

案などに比べて，比較的容易に基準充足を確

認できるのではないかと考えられる。言い換

えれば，ビデオゲームの大会は，悪質なもの

でない限り，論文，小説，図案などとは違っ

て，景品類の提供の相手方が実は最初から決

まっていてその者を優勝者とすることに最初

から決まっている形式的な優等懸賞の手段と

して使われる心配はもともと少ないように思

われる。

ビデオゲームに関して高度の技術を一般

ユーザーに見せ，それによってビデオゲーム

の認知度を高める，という事業者の取組は，
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事業者が，販売業者に対して，セールスコン

テストや陳列コンテストなど取引の状況に関

する優劣によって賞金等を提供しようとする

取組と，ビジネスとしての発想において共通

しているように思われる。懸賞制限告示運用

基準は，セールスコンテスト等の取組を景品

規制の対象外としている。その根拠は，この

ようなものを懸賞として取り扱うのは懸賞制

限告示の趣旨に照らして適当でないからであ

ると明確に解説されている。

定義告示運用基準の「仕事の報酬等」の定

義は，定義告示運用基準においては具体的に

記述されていない。しかし，以上のような関

連する景表法当局の見解等を参考とすると，

少なくとも，一般ユーザーが観戦することを

中心とする大会については，プレイヤーは，

そのような一般ユーザーに対する広告（顧客

誘引）に協力しているわけであるので，その

優劣によって賞金の相手方や額を決める仕組

みを採用した場合でも（モニターに対する報

酬のように一定の決まった額でなくとも），

「仕事の報酬等」に該当するとされる可能性

は十分にあるように思われる。なお，その趣

旨を踏まえれば，観戦する一般ユーザーに

は，リアルにその会場に足を運んだ者だけで

なく，ネット経由で大会の動画を閲覧する者

も含むことになるであろう。

賞金が「仕事の報酬等」に該当すると考え

る場合，これが景品類に該当しないとする景

表法・定義告示における条文上の根拠として

は，経済上の利益であるが「経済上の利益」

に該当しないなどということを言うよりも，

「顧客を誘引するための手段として」に該当

しない，とするほうが説明として据わりが良

い。仕事をするプレイヤーがビデオゲームを

購入するよう誘引することに賞金の目的があ

るのではなく，観戦する一般ユーザーという

顧客に対して広告を行い誘引することが目的

なのであって，賞金が提供される相手方であ

るプレイヤーも形式的にはビデオゲームを購

入した顧客であるとしても，そのような「顧

客を誘引するための手段として」賞金を提供

しているのではない，と説明するのが，最も

据わりが良いように思われる 47)。その意味

で，「顧客を誘引するための手段として」の

要件を正面から論じたオープン懸賞告示運用

基準の解説は大きな支援材料となるし，景品

規制の趣旨に立脚した見解であるという意味

で，セールスコンテスト等に関する懸賞制限

告示運用基準の解説も有力な参考となる。

以上のような検討は，一般ユーザーが観戦

することを中心とする大会を主に想定したも

のであるが，その検討結果は，一般ユーザー

が参加できる大会についても，一定の要件を

満たす場合には，賞金が「仕事の報酬等」に

該当する可能性を開くものであるように思わ

れる。本稿では，問題を明確化するための一

応のモデルとして，一般ユーザー競技大会と

一般ユーザー観戦大会とに分けて検討した

が，そこで得られた実質的知見は，更に複雑

な実際の事案にも，応用可能であるはずであ

る。

Ⅶ．最後に

冒頭においても述べたように，本稿は，e
スポーツと景表法の問題に関して参考となり

得る材料を集めて提示することによって，現

実の状況に通暁した専門家による具体的検討

に貢献することを目指したものである。現実

の状況等に照らせば種々の誤りや認識のずれ

が含まれているかもしれない。その場合に

は，適宜修正しながら，紹介した資料等の実

質的部分を汲み取って，今後の具体的検討に

役立てていただければ幸甚である。

 （しらいし・ただし）

 47) 仕事をするプレイヤーがビデオゲームの代金を支払ったことと賞金との間に実質的関連性がないので取引

付随性が否定される，という議論も，あり得る（その意味で，景品類の定義の諸要件はかなりつながっている）。

しかし，前記Ⅳ．３の回答 (2) がいうように，プレイヤーがビデオゲームに代金を支払ったこととプレイヤーが高

度な仕事をすることとの間に一定の因果関係があることを否定できないのだとすれば，取引付随性を完全に否定

するのは難しく，むしろ，景品規制の規制趣旨を実質的に盛り込みやすい「顧客を誘引するための手段として」

のほうに問題を読み込むほうが，据わりが良いように思われる。


